
         2005年度 上期連結決算及び通期見通し（米国基準）

前年同期比 達成率

（単位：億円）
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(*3) 有利子負債にはFAS133適用による影響額を含めておりません。
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２００５年度上期決算 主な増減内容（前年同期比）

h

セグメント情報

2004年度
上期実績

2005年度
上期実績

c

1,783 883

2,342 1,128

2004年9月末
2005年9月末

1,824

2005年3月末

2004年度
通期実績

2004年度
通期実績

171,327

8,778

1,834

（*1）基礎収益＝営業利益（貸倒引当金繰入額控除前）＋利息収支＋受取配当金＋持分法による投資損益
（*2）売上高及び営業利益については、日本の投資家の便宜を考慮して、日本の会計慣行に従い表示しております。
       なお、EITF第99-19号に従って収益を表示すると、2005年度上期は2兆2,135億円、2004年度上期は2兆70億円となります。

売 上 高
（ 期 初 見 通 し 比 ）

2006年3月末見通し

セグメント別連結純利益の推移
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資産と負債の状況

損益の状況

ｷｬｯｼｭﾌﾛｰの状況

【主要指標推移】
                 05上期   04上期   増 減
 油価（USD/BBL）  51.6     34.8    16.8  ( 48%の上昇）
 為替（YEN/USD） 109.5    109.8   ▲0.3  (0.3%の円高)
 金利（%)TIBOR    0.09     0.08    0.01  ( 13%の上昇)

② 全オペレーティングセグメントで前年同期比増益を達成
   原油、金属資源、鉄鋼製品といった商品市況の高騰により、
  「金属」は前年同期比112％、「エネルギー事業」は前年同期比
   60％の大幅な増益となった。
   また、「新機能事業」でも金融事業の好調により前年同期比87％
   の増益を達成。
   前年同期に引続き、全オペレーティングセグメントでの増益を
   達成した。

a.売上総利益（＋833）
  原料炭価格や原油価格の上昇により資源関連子会社が好調だった
  こと、海外自動車事業が堅調に推移したこと、並びに食料関連の
  事業拡大などにより、売上総利益は前年同期比20％増加した。

b.販管費（▲178）
  食料関連の事業拡大などにより販管費は増加した。

c.金融収支（＋46）
  資源関連の受取配当金が増加したことから、金融収支は改善した。
 
d.有価証券損益（＋270）
 ・上場有価証券評価損  …＋122[▲  1←▲123]
 ・不良資産償却関連損失…＋ 77[▲ 26←▲103]〔売却損及び評価損〕
 ・その他株式売却損益等…＋ 71[＋225←＋154]
 
e.固定資産損益（＋94）
  前年同期に発生した固定資産減損の反動により、固定資産損益
  は改善した。

f.その他の損益（＋58）
  海外金融子会社で為替差損益が改善したことなどにより、
  その他の損益は改善した。
 
g.持分法による投資損益（＋119）
  主に、海外の資源関連や石油化学品関連会社の業績好調により、
  持分法損益は増加した。

【概  要】
原油をはじめとする資源価格が期初見通し時点での想定以上に高騰
していることに加え、資源関連以外の事業も好調に推移している
ため、2005年度通期連結純利益見通しを期初公表の2,800億円より
600億円上方修正し、3,400億円（前年度比86％の増益）とする。

【主な項目】
h.営業利益･･･3,400億円
  鉄鋼製品市況の好調及び原油価格上昇、海外自動車事業の堅調
  により、金属やエネルギー事業、機械で総利益が増加すると
  見込まれるため、営業利益は期初見通し比400億円増加の
  3,400億円となる見通し。
i.税引前利益･･･4,300億円
  営業利益の増加に加え、資源関連の受取配当金増加などが見込
  まれることから、税引前利益は期初見通し比700億円増加の
  4,300億円となる見通し。
j.当期純利益･･･3,400億円
  税引前利益の増加に伴い税金負担が増加するものの、資源関連の
  持分法損益が増加することから、当期純利益は期初見通し比600
  億円増加の3,400億円となる見通し。

 【配当方針】
当社は2004年度より各期の連結業績も勘案して株主への直接的な
利益還元を行う業績連動的な配当の考え方を取り入れており、
2005年度の年間配当額は、当年度の業績に応じ決定する予定。
(当年度の通期連結業績が見通し通り3,400億円となった場合には、
年間配当額は期初見通しの26円から4円増の30円程度の見込み）
なお、期初に公表した通り13円の中間配当を実施する。
今後も持続的な収益力や成長戦略のための投資計画等を総合的に
勘案しながら、収益の拡大に応じた一層の株主還元を検討する
ことにしている。

（注意事項）
本資料における業績予想や将来の予測等に関する記述は、現時点で入手された情報に基づき合理的
と判断した予想であり、潜在的なﾘｽｸや不確実性その他の要因が内包されています。従いまして、
実際の業績は、見通しと大きく異なる結果となる可能性があります。

海外資源関連事業の好調な営業収入に加え、資
源関連投資先からの配当収入が堅調に推移

海外天然ガス事業への追加投資や、子会社での
設備投資による支出があったものの、利鞘運用目
的債券の償還による収入が大きく寄与

海外金融子会社で債券の償還見合いに、社債の
償還があったことなどによるもの

(20%増益)

(67%増益)

(93%増益)

(98%増益)

2004年度上期 2005年度上期

【主な増減】
新機能事業･･･親会社の投資活動損益の好調及び金融子会社の持分利益増加
ｴﾈﾙｷﾞｰ事業･･･原油価格上昇による資源関連投資先の配当と持分利益の増加
金属･･･資源価格の上昇による資源関連投資先の持分利益の増加
機械･･･アジア自動車関連事業及び船舶関連ビジネスの好調
化学品･･･各事業が堅調に推移し、増益確保
生活産業･･･ローソン移管の影響と食料関連子会社の業績堅調

【概 要】
① 上期純利益が前年同期比98％の増益を達成
   好調な商品市況を背景に、営業利益（前年同期比67％増益）や
   持分法損益（同29％増益）といった項目が大幅に増益となり、
   この結果、上期連結純利益は過去最高益となる1,783億円
  （同98％増益）、基礎収益も最高益となる2,485億円
  （同49％増益）を達成。
   また、第2四半期（7月－9月期）において、3ヶ月として初めて
  連結純利益1,000億円を達成。（第2四半期実績1,008億円）

過去3年上期の収益・償却額推移
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③ 株主資本の増加
   好業績を背景とした当期利益の積み上がりに加え、有価証券含み
   益の増加、転換社債の株式転換が進んだこともあり、株主資本が
   前年度末比4,609億円増加の1兆9,654億円となった。
   この結果、有利子負債倍率は0.7ポイント改善の1.6倍（現預金
   控除後のネットベース）となった。

【前年同期に引続き全オペレーティングセグメントで増益確保】

(49%増益)

２００５年度通期業績見通し及び配当方針

2003年度上期


